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抄 録
本研究では，北海道の盲学校，聾学校における早期教育相談の実態を調査し，乳幼児への支
援の在り方及び保護者支援（両親援助）の内容・方法等を検討・考察したものである。アン
ケート調査では，北海道内にある盲学校4校，聾学校6校の計10校を対象に，早期教育相談の
現状について調査し，特に，相談件数や施設・設備にとどまらず，具体的な相談内容まで精査
することができた。すなわち，母子の精神衛生面への支援，障害特性に対応した育児，母子関
係（父子関係）の確立，療育環境の改善への支援が現場では求められていることがわかった。
また，障害乳幼児に対しての支援だけではなく，保護者支援（両親援助）も欠かすことができ
ない重要なものであり，保護者支援は，家庭環境はもとより，家族や地域全体の人間関係を含
めた総合的な支援の視点をもつことが大切であり，支援の時期や対応には十分な配慮と心配り
が必要であることもわかった。今後は，地域とともに障害乳幼児を含む子ども一人一人が生き
る力を培うことができる教育環境を，いかに整備・充実させていくかが今後の重要な課題でも
ある。
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Ⅰ．は じ め に
本研究は，特別支援学校における教育相談が，乳幼児
にどのような効果があるのかについて，幼稚部を設置し
ている盲学校，聾学校について探求したものである。
特別支援学校における教育相談は，障害のある児童，
又は当該児童の地域の実態や家庭の要請により，小学校
又は幼稚園（保育所）と連携し行われてきている。特に，
視覚障害，聴覚障害では，障害の早期発見により，早期
からの療育・教育が可能であり，保護者の教育的ニーズ
の高まり等により，指導の成果が大きく表れている。
すなわち，幼稚園等を通じて子育て支援・教育関係の
情報を提供するほか，さまざまな機会において相談会を
開催するなどの相談体制を構築するものであり，また，
学校見学・体験入学等の機会を設けるなど就学移行期等
における支援を行ってきている。専門家等による巡回相
談を実施し，幼稚園教職員等への指導・助言や理解・啓
発，保護者からの相談も行ってきている。
文部科学省の早期からの教育相談・支援体制構築事業
としては，「障害者基本法」（平成23年8月5日公布・施
行）の改正を踏まえ，障害のある子ども及びその保護者
に対し，各市町村が早期から情報の提供や相談会の実施
等に取り組み，柔軟できめ細やかな対応ができる一貫し
た支援体制を構築するとともに，各都道府県は，市町村
の取組や体制の構築を総合的に支援するものである。ま
た，その取組の成果を，その他の地域が参考とすること
で，都道府県・市町村の早期からの教育相談・支援体制
の構築の促進に資することを期待するものである。
本研究では，北海道での盲学校，聾学校における早期
教育相談の実態を調査・分析し，障害乳幼児の指導内
容・方法及び保護者支援（両親援助）の内容，方法等を
検討・考察するものである。
Ⅱ．アンケート調査の方法・内容
1．アンケート調査の方法・内容
1）調査方法
北海道内にある盲学校，聾学校を対象として，アン
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ケート（質問紙法）による悉皆調査を実施した。
盲学校は，北海道札幌盲学校・北海道函館盲学校・北
海道旭川盲学校・北海道帯広盲学校の計4校である。
なお，「北海道札幌盲学校」は，平成27年度に北海道
の視覚障害センター校として，「北海道高等盲学校」と
統合され「北海道札幌視覚支援学校」として開校されて
おり，調査時点では移転前の旧校の結果である。
聾学校は，北海道札幌聾学校・北海道室蘭聾学校・北
海道函館聾学校・北海道旭川聾学校・北海道帯広聾学
校・北海道釧路鶴野支援学校（旧釧路聾）の計6校であ
る。
2）調査内容
調査内容は，①コーディネーターについて，②教育相
談の相談件数について，③施設設備について，④心理検
査について，⑤教育相談の人数体制について，⑥ケース
カンファレンスについて，⑦保護者支援（両親援助）に
ついての7項目を中心に調査した。
Ⅲ．アンケート調査の結果と考察
調査の結果，盲学校及び聾学校は，対象校（高等盲学
校，高等聾学校を除く）10校全てから回収率，回答率共
に100％であった。
1． 各学校のコーディネーターの配置人数
盲学校においては，表1のとおりであり，全体的に3
～5名の配置であり，その中でも旭川盲学校は5名と多
かった。
すなわち，旭川盲学校の就学区域は空知管内の一部
（中部・北部），上川・留萌・宗谷・網走（帯盲と調整
あり）の各管内であり，かなり広範囲の地域から教育相
談に来談するケースが多いためと考えられる。
聾学校においては，コーディネーターの数は2～5名
であり，札幌聾と室蘭聾学校が5名と多くなっている。
すなわち，札幌聾学校は，小樽聾学校が統廃合で廃校
となって札幌に統合されたため，旧小樽聾学校の就学区
域（後志管内）から札幌聾学校に相談に来ていることに
対応するためではないかと考えられる。ただし，札幌聾
学校には教育職ではないが，聴覚障害乳幼児療育事業の
ための職員が加配されている。室蘭聾学校では，胆振管
内と日高管内全域を中心とした就学区域であり，また特
別支援学校が胆振管内の西部地域に偏っていることか
ら，早期教育について来談数が増えたためと考えられ
る。更に，パートナーティーチャー派遣事業（道教委）
により，学校独自のサービスも行っていることも要因と
して考えられる。釧路鶴野支援学校では，旧釧路聾学校
が，新設された知的障害の高等部と統廃合されて，新設
校となったことが少ない要因として考えられ，障害種別
に対応したコーディネーターが，求められたためと思わ
れる（聴覚障害と知的障害担当）。
2．各学校での教育相談件数
1）盲学校の教育相談件数
教育相談件数については，図1のとおりであり，札幌
盲学校，北海道旭川盲学校が共に118件，次いで帯広盲
学校が73件，函館盲学校が38件の順である。札幌盲学校
は，道央圏の人口比から考えて，相談件数が多くなるこ
とは言うまでもない。旭川盲学校は，前述したとおり，
道北全域，道東の一部などからの人口比から相談件数が
多くなっていると考えられる。帯広盲学校も道東地域
（十勝・釧路・オホーツクの一部）や上川南部も含め
て，広大な地域を担っていることから，その要因と推測
される。
2）盲学校の就学前乳幼児の相談件数
就学前乳幼児の相談件数については，図2のとおりで
ある。すなわち，札幌盲学校が62件，旭川盲学校が12
件，帯広盲学校8件，函館盲学校が0件の順であり，人
口比に占める出生率の割合の高い地域と合致するものと
考えられる。
表1．学校に配置されているコーディネーターの人数
盲 学 校 人数 聾 学 校 人数
北海道札幌盲学校 3名 北海道札幌聾学校 5名
北海道函館盲学校 4名 北海道室蘭聾学校 5名
北海道旭川盲学校 5名 北海道函館聾学校 3名
北海道帯広盲学校 4名 北海道旭川聾学校 3名
計 16名 北海道帯広聾学校 3名
北海道釧路鶴野支援学校 2名
計 21名
図1．道内の盲学校で行われた教育相談の件数
（平成25年度実施）
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3）盲学校の年齢別相談件数
年齢別相談件数は，図3のとおりであり，札幌盲学校
が1～2歳と5～6歳の二つに2極分布していることが
わかる。1～2歳については，札幌市における専門的医
療機関が整備・充実していることから，相談件数が増え
ていることが考えられる。5～6歳については，就学を
控えているため，就学前に就学先の選択に悩み，就学相
談してくることが要因と思われる。旭川盲学校が他校と
比して3～4歳に多いことは，3歳児健診などの保健・
医療機関との連携・協力が予想されるが，地域毎の人口
比や出生率，障害の発生率の差も考えられ，その要因に
ついては判断できない。
4）聾学校の教育相談件数
教育相談件数については，図4のとおりであり，函館
聾学校が493件，釧路鶴野支援学校が167件，旭川聾学校
62件，帯広聾学校58件，室蘭聾学校50件，札幌聾学校33
件の順である。その内，函館聾学校は493件のうち，
小・中学生が225件あり，高校が13件，その他18件であ
り，ほとんどが学童以上の子どもで占められており，釧
路鶴野支援学校では167件のうち，小・中学生が55件と
全体の3分の1を占めていた。すなわち，相談件数の中
でパートナーティーチャーの派遣事業による教育相談が
多数を占めているのではないかと考えられる。
その他の学校については，小・中学生が10人程度であ
り，そのほとんどが就学前の乳幼児で占められていた。
渡島・檜山管内は，医療機関が少ないため，聾学校への
相談に頼らざるを得ない地域的な要因が考えられる。逆
に，最も少ない札幌聾学校の要因として，札幌市を中心
として，医療機関が整っているからではないかと考えら
れる。
5）聾学校の就学前乳幼児の相談件数
就学前乳幼児の教育相談件数は，図5のとおりであ
る。すなわち，函館聾学校231件，釧路鶴野支援学校112
件，旭川聾学校46件，帯広聾学校43件，室蘭聾学校35
件，札幌聾学校28件の順である。前述のとおり，函館地
域での医療機関が少ないため，聾学校への教育相談への
依存性が高いのではないかと思われる。釧路も同様に，
根室・釧路管内の医療機関が少ないため，聾学校への依
存性の高さが考えられる。その他の学校は，ほぼ同じ件
数であった。札幌聾学校は，医療機関が充実し，受診す
る医療機関での医療相談（医師や言語・聴覚士など）を
受けていることが十分予想される。
6）聾学校の年齢別相談件数
年齢別相談件数の結果は，図6のとおりである。盲学
校と同様に函館聾学校では，2極分布がみられる。0～1
歳・1～2歳の出生後での件数と5～6歳の就学前の相
談件数が各60件以上と多い。乳幼児の発達に伴うコミュ
ニケーション能力の発達に対応して，早期からの教育相
談を受ける傾向が高く，5～6歳で就学先の選択の就学
相談が多いと考えられる。
3．教育相談室の名称と施設・設備
教育相談室の名称については，盲学校において，ほと
図2．就学前乳幼児の相談件数（平成25年度実施）
図3．盲学校の年齢別相談件数（平成25年度実施）
図4．道内の聾学校で行われた教育相談の件数
（平成25年度実施）
図5．相談件数のうち就学前乳幼児の教育相談件数
（平成25年度実施）
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んど全て「教育相談室」の名称であった。一方，聾学校
においては，「乳幼児相談室」の名称がほとんどであっ
た。すなわち，聴覚障害乳幼児療育事業を実施している
ためと考えられ，盲学校と大きな相違があった。
盲学校の施設・設備では，相談室の一部にカーペート
が敷設され，面談のための応接セットが隣接して設置さ
れ，保護者と子どもが互いに安心して相談できる工夫が
なされていた。心理検査等の検査器具・検査用紙等も直
ぐに実施できるように，整理・保管されていた。
遊具については，次年度開校準備のために，搬出作業
中ではあったが，次のような障害特性に対応した工夫が
伺えた。すなわち，
① 盲乳幼児のために，音の出る遊具類が数多く取り
そろえられている。＜音楽教材＞
② 触って楽しむ，触覚を発達させる遊具類を取り入
れている。＜触察教材＞
③ 弱視の幼児のためのホワイトボードやクレヨン・
クーピーや画用紙類で描線や描画の絵画活動を楽
しめる遊具，また，粘土類での造形遊びを楽しめ
る物も用意されている。＜造形・図画教材＞
聾学校の施設・設備では，プレイルームが広く，床は
カーペットになっているため体を動かす学習活動に最適
になっている。たくさんの種類のおもちゃや絵本があ
り，自由遊びの時間には，一人一人が自分の好きな遊び
に取り組んでいた。聾学校の教育相談室の特徴として
は，壁面装飾を工夫として，視覚的にわかりやすい掲示
物が多くあり，中でも乳幼児が興味をもつ動物や植物が
多くあるのが印象的であった。
4．心理検査について
1）知能検査
知能検査は，表3のとおりであり，主にWISC－Ⅲや
WISC－Ⅳ，田中ビネー知能検査が使用されている。特
に，WISC－Ⅳは比較的新しい知能検査であり，かなり
急速に普及していることがわかった。K-ABCやK-ABC
Ⅱなどを使用している学校もあり，近年の発達障害児へ
の対応として，心理，教育アセスメントの有効かつ適切
な活用が伺われる。
2）発達検査・心理検査
発達検査は，主に「遠城寺式・乳幼児分析的発達検査
法」が最も多く活用されており，次いで「KIDS乳幼児
発達スケール」，「新版K式」，「津守式」の順であった。
「日本版デンバー式」は全く活用されていなかった。ま
た，社会性や知覚検査などもほとんど活用されていな
表2．盲学校の教育相談室の名称
盲 学 校 名 称
北海道札幌盲学校 教育相談室
北海道函館盲学校 教育相談室
北海道旭川盲学校 教育相談室
北海道帯広盲学校 相談室
表2－2．聾学校の教育相談室の名称
聾 学 校 名 称
北海道札幌聾学校 乳幼児相談室
北海道室蘭聾学校 乳幼児教育相談室
（アンパンマン室 ひよこ室）
北海道函館聾学校 乳幼児教育相談室
北海道旭川聾学校 乳幼児相談室
北海道帯広聾学校 乳幼児相談室
北海道釧路鶴野支援学校 乳幼児相談室
教育相談室
図6．聾学校の年齢別相談件数（平成25年度実施）
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い。
ただし，「フロスティッグ視知覚検査」は帯広盲が活
用していた。
3）言語検査
言語検査は，主に「絵画語い発達検査」と「ITPA
（言語学習能力診断検査）」が使用されており，その2
つ以外の回答はなかった。「ことばのテストえほん」
は，構音障害の重要な検査であるが，言語障害に特化し
た検査のため，活用がなかったものと思われる。
5．教育相談の担当者数
学校によって人数にバラつきはあるが1～5人によっ
て役割を分担している。保護者担当・子どもの検査及び
行動観察担当者の約2～3名で相談を行っている。釧路
鶴野支援学校では，聴覚障害担当1名・知的障害担当1
名と，障害種別に分けて対応する担当を決めている学校
もある。障害の多様化により，盲・聾学校にも重複障害
の子どもが増えている現状があり，学級編制をする際に
も単一障害（普通学級）と重複障害（重複学級）を分け
ている学校が多いのが現状であり，近年は重複障害学級
が急増してきている。
6．ケースカンファレンスの実施
ケースカンファレンスを行っている学校は，10校中の
内8校であり，ほとんどの学校で実施している。ケース
カンファレンスは，教育相談にとって極めて重要なもの
であり，2つのタイプに分けられる。
タイプ1は，校内体制だけでは，個別的な対応は難し
い事例のケース会議であり，学習指導が生活指導との諸
問題を探求するというハードな事例等に関して，開催さ
れるケース会議である。
タイプ2は，例えば個別の教育支援計画や個別の指導
計画を作成して，一人一人の教育的ニーズに応じた支援
を行う必要のある子どもに関して行うケース会議であ
る。この種の会議は，時には保護者や関係機関の職員な
どを交えて，コーディネーターが対応するという，小規
模で開催されるものである。
ケースカンファレンスを行わない学校の回答の中に
は，教育相談のケースカンファレンスに参加する場合
は，「教育相談で来校している子どもの所属する学校か
ら依頼があるときに行う」という回答もあった。
7．保護者支援（両親援助）について
保護者からの主な相談内容としては，
表3．知能検査の活用状況
検 査 名
実施校数
計
盲学校 聾学校
発
達
検
査
鈴木ビネー知能検査（改訂版） 0校 0校 0校
田中ビネー知能検査 2校 1校 3校
WPPSI（ウェクスラー就学前・小学生知能検査） 0校 2校 2校
WISC－Ⅲ（ウェスクラー児童知能検査） 2校 5校 7校
WISC－Ⅳ（ウェスクラー児童知能検査） 3校 2校 5校
WAIS－Ⅲ（ウェスクラー成人知能検査） 0校 0校 0校
そ
の
他
K-ABC（心理・教育アセスメントバッテリー） 1校 1校 2校
K-ABCⅡ（心理・教育アセスメントバッテリー） 1校 1校 2校
表4．発達検査・心理検査の活用状況
検 査 名
実施校数
計
盲学校 聾学校
発
達
検
査
遠城寺式・乳幼児分析的発達検査 3校 3校 6校
日本版デンバー式発達スクリーニング検査 0校 0校 0校
新版K式発達検査 0校 2校 2校
津守式乳幼児精神発達診断検査 1校 0校 1校
KIDS乳幼児発達スケール 0校 3校 3校
そ
の
他
S-M社会生活能力検査 3校 4校 7校
フロスティッグ視知覚検査 1校 0校 1校
MEPA（感覚運動発達アセスメント） 1校 0校 1校
表5．言語検査の活用
学校種別
検査名
実施校数
計
盲学校 聾学校
絵画語い発達検査 2校 6校 8校
ことばのテストえほん 0校 0校 0校
ITPA（言語学習能力診断検査） 1校 5校 6校
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・親の様々なストレスに対応したカウンセリング等の
支援
・良好な親子関係の確立と養育環境の整備に関する支
援
・障害のある乳幼児の育児や発達に関する支援
・障害の理解・受容を促すための支援
・障害に関する支援と医療・保健・福祉情報の提供
・障害に基づく種々の困難の改善・克服を目指した支
援
・特別支援教育への理解・認識を促すための支援
・兄弟への支援
以上の8点があげられる。他には，聾学校では，聴力
測定や補聴器調整，福祉機関への保護者の同行支援が
あった。
すなわち，母子の精神衛生面への支援，障害特性に対
応した育児，母子関係（父子関係）の確立，療育環境の
改善への支援が大きな比率を占めていた。
Ⅲ．保護者支援（両親援助）
1．教育相談の充実を目指して
1）保護者支援と両親援助プログラム
我が子の障害に気付いた親（特に母親）にとって，精
神的ショックは大きく，その心理的葛藤と不安や様々な
ストレスは，親子関係の確立やその後の発達に大きな影
響を及ぼすことが知られている。また，子どもの障害を
理解していく過程は，親によって様々であるが，親の障
害受容過程に沿った健全な親子関係と養育環境を整備
し，家族の様々なニーズに対応した両親援助を行うとと
もに，両親援助の重要な教育的意義が認められている。
ある盲学校では，親のストレス因子や障害の受容過程に
即した両親援助の具体的な方法として，次のような点を
重点化して指導を行っている（神田1999）3）。
① 親の様々なストレスに対応したカウンセリング
等の支援
② 良好な母子関係の確立と養育環境整備に関する
支援
③ 視覚障害乳幼児の育児や発達に関する支援
④ 視覚障害の理解・受容を促すための支援
⑤ 眼疾患と視覚障害に関する支援と医療・保健・
福祉情報の提供
⑥ 障害に基づく種々の困難の改善・克服を目指し
た支援
⑦ 特殊教育の理解・認識を促すための支援
両親援助については，聴覚障害乳幼児の両親援助プロ
グラムの開発と研究がまとめられてきており，また全国
から高い評価を得ている聴覚障害乳幼児事業（医療・福
祉・教育の連携による北海道の単独事業）における両親
援助の指導からも，聾学校幼稚部教育への円滑な遂行と
適正な就学指導など多くの成果が認められてきている。
しかし，視覚障害乳幼児に関する早期療育事業とその実
践的な研究は，十分蓄積されていないのが現状であり，
視覚障害乳幼児の両親援助プログラムの開発研究は今や
急務と言えよう。
伊藤（1997）1）は，北海道における早期療育システムづ
くりの活動について，「子どもの対応」「家庭支援」「地
域づくり」の三つの柱の相互関係の重要性を指摘してい
る。すなわち，両親援助は，家庭環境はもとより，家族
や地域全体の人間関係を含めた総合的な支援の視点をも
つことが大切であり，支援の時期や対応には十分な配慮
と心配りが必要であると思われる。地域とともに一人一
人が生きる力を培うことができる教育環境をいかに整
備・充実させていくかが今後の重要な課題でもある。
2）早期教育にかかわる指導と指導プログラム
神田（1999）の報告によれば，A盲学校では，視覚障
害乳幼児の早期教育・療育に関する指導プログラムにつ
いて，広D－K式視覚障害児発達診断検査による発達診
断と評価に基づき，広D式視覚障害幼児用発達指導計画
立案システム（五十嵐1987）2）を参考として，保健婦，母
子通園センター職員等へ資料提供を行うとともに，母親
には次の内容について具体的に指導を行っている。
① 盲乳幼児のための生活リズムの確立指導と健
康・体力づくりの指導
② 盲乳幼児の基本的生活習慣（衣服着脱・食事・
排泄・衛生等）の確立と指導
③ 盲乳幼児のための衣服や遊具，教材・教具の作
製と活用の指導
④ 盲乳幼児の運動発達と指導（特に歩行の自立指
導）
⑤ 盲乳幼児の言語発達と指導
⑥ 盲乳幼児の手指機能の発達と遊具の指導
3）教育相談担当者の研修・養成
教育相談の成果は，教育相談担当者の資質が大きく影
響していることは言うまでもない。盲，聾学校において
は，教育相談経験者の少ない中で，担当の研修・養成が
急務である。教育相談担当者は，専門的な知識を持った
経験者を中核に二人一組で行うことが多く，実際の教育
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相談の臨床経験を通して研修できるようにする必要があ
る。また，相談終了後のケースマネージメントの過程
（評価→計画→連結→事後把握）を大切にしたケース会
議を行うことにより，臨床的な知識・経験を積み重ねて
いくことが望ましい。
各種心理検査や発達検査の実施方法・内容に関する理
解と評価・分析については，経験の浅い教員も多いこと
から，検査場面に立ち会って，実際に検査実技を通して
研修できるように配慮することが大切である。
早期教育相談における発達検査としては，視覚障害の
場合は，広D－K式発達検査，聴覚障害の場合は，遠城
寺式乳幼児分析的発達検査，新版K式発達検査，MCC
ベビーテスト，津守式発達質問紙等を活用している例も
ある。
Ⅳ．お わ り に
本研究は，北海道内の盲学校4校，聾学校6校にアン
ケート調査を実施し，盲学校，聾学校で現在行われてい
る乳幼児を対象とした「早期教育相談」について調査し
たものである。近年，特別支援学校における教育相談
は，障害のある児童，又は当該児童の地域の実態や家庭
の要請により，小学校又は幼稚園と連携し行われてい
る。特に，視覚障害，聴覚障害では，障害の早期発見に
より，早期からの療育・教育が可能である。
今回のアンケート調査では，相談件数や施設・設備に
ついてだけではなく，具体的な相談内容まで調査するこ
とができた。母子の精神衛生面への支援，障害特性に対
応した育児，母子関係（父子関係）の確立，療育環境の
改善への支援が現場では求められていることがわかっ
た。
すなわち，乳幼児に対しての支援だけではなく，母子
関係（父子関係）の確立の観点では，保護者支援は欠か
すことができないものであり，家庭環境はもとより，家
族や地域全体の人間関係を含めた総合的な支援の視点を
もつことが大切である。また，支援の時期や対応には十
分な配慮と心配りが必要である。
各学校には，早期教育相談リーフレットが作成されて
おり，気軽に相談できることや悩みを抱える家族（保護
者）が相談しやすい工夫がなされていることもわかっ
た。
地域の中で乳幼児を含む子ども一人一人が「生きる
力」を培うことができる教育環境をいかに整備・充実さ
せていくかが，今後の重要な課題でもある。
これからの盲，聾学校の地域における中核的な教育相
談機能の役割と機能を考えるとき，今までの受け身的な
教育相談だけではなく，地域に積極的に出かける相談
（巡回教育相談）も検討する必要があると思われる。
ノーマライゼーションの理念である地域の人々と共に生
活し，共に生きていくことがより求められている今日，
家庭を取り巻く地域との相互理解と相互信頼を確立する
上でも，家庭や地域に訪問しての教育相談の形態も考え
られる。
今後，来校困難な視覚，聴覚障害乳幼児とその母親に
とって，具体的な地域支援サービスとして訪問教育と同
じような教育的処遇を受けられるようになることを期待
したい。早期からの教育相談が充実することにより，北
海道の特別支援教育の益々の発展・充実が期待できると
考えられる。
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Research about early education consultation in a school for
the visually impaired and a school for the deaf in Hokkaido
－Please ask substantiality of guardian support (aid of parents)－
Eizi Kanda1），Hirona Okano2）
1）School of Education and Culture, Hokusho University
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Abstract
The reality of the educational counseling was investigated early stage in a school for the visually impaired in
Hokkaido and a school for the deaf by this research, and the state of the support, the contents of guardian support
(aid of parents) and a way, etc. to an infant were considered and considered. It was investigated about the current
state of the educational counseling early targeted for total of 10 schools in 4 schools for the visually impaired which
are in Hokkaido and 6 schools for the deaf by a questionnaire survey, and in particular, it was even possible not to
stop at the consultation number and an equipment of facilities and to probe the consultation contents in detail. I
found out that support to mother and child's mental health face, child care which corresponds to the obstacle spe-
cial quality, establishment of mother-child relationship (father-son relationship) and support to improvement of the
medical treatment and education environment are desired at a site. Guardian support as well as support to an ob-
stacle infant (aid of parents) were also the important one which can’t be missed, and it was important for guardian
support to have the angle of the overall support including the human relations of the family and the whole region
as well as the family background, and I also found out that time of the support, consideration enough for correspon-
dence and consideration are needed. It’ll be also future’s important problem how maintenance will make the educa-
tional environment by which a child individual including an obstacle infant can grow who lives enrich with an area
from now on.
Key word : Special support education, School for the visually impaired , School for the deaf,
Early education consultation, Guardian support (aid of parents).
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